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家族介護者の要介護認定結果満足度と
要介護認定の意識から要介護者支援体制の検証

午頭　潤子 1） 2）・関谷　榮子 3)

1）白梅学園大学教育・福祉研究センター嘱託研究員　2）日本社会事業大学　3）白梅学園大学家族・地域支援学科

1・緒言

　認知症高齢者が約 300 万人を超え，予測を大

幅に上回る増え方であると話題を呼んでいる。ま

た今後の推移として平成 20 年には 410 万人，平

成 25 年には 470 万人に増え，65 歳以上の人口に

占める割合も高まると予測している 1）。他方，日

本の高齢者人口の推計が初めて 3000 万人を突破

し，過去最高を更新した 2）。こうした現状より今

後更に高齢化の進行に加え，介護保険制度が定着

して要介護認定を受ける人が増えていく事が示唆

される。しかし，介護保険法施行当初より介護認

定審査には多くの課題が潜んでいるとされ，要介

護認定にまつわる先行研究もなされてきている。

　その中で着目したものは，「要介護度は本当に

的確なのか」3)，「認知症であるために必要とす

る介護の手間が正確に認定評価されていないので

はないか」4）～ 6）や「身体が元気で自立度が高い

として要介護認定されないこともあった」7）と，

平成 21 年度の「要介護認定制度の見直し」介護

保険法改正後に見られるようになった「日本では

同じ調査結果が入力されれば，一次判定の段階で

は同じ介護度として判定される」8）や「認知症

老人に対する介護認定は必ずしも低いとはいえな

い」9) 等である。

　本研究では要介護者の「認定結果」について介

護者に要介護認定結果の満足度の実態調査と，要

介護認定の意識から要介護者支援体制の検証する

事とした。

2・方法

1. 目的

　介護保険上の要介護者の要介護認定結果や要介

護認定方法の現状を，要介護認定者の介護者であ

る家族介護者及び家族介護者経験のある介護従事

者や，要介護認定に係る者の認識に密着した分析

から要介護度満足度に影響を与える項目を抽出

し，独自の概念図（図 1）10) を作成することを

目的とした。社会的相互作用に関係し，人間行動

の予測と説明に関わるとともに，実践的活用のた

めの理論であることから，その意義が明確に確認

されている研究テーマによって限定された範囲内

における説明力の高い理論を生成する為の手法で

ある修正版グラウンデッド・セオリー・アプロー

チ（Modified Grounded Theory Approach：以下

M-GTA）を方法論として用いた。11) ～ 13）

2. 対象

　要介護認定者の介護者である家族介護者及び家

族介護者経験のある介護従事者等，要介護認定に

係る者を対象者とした。対象者は研究に協力する

①要介護者を抱える家族介護者会会員②家族介護

経験のある医療・福祉職者③要介護認定に係る者

④既に面接を行った対象者からの紹介の 4 ルー

トから紹介を受けた。対象者の選定はその時点ま

でに行われた面接内容の分析から導かれた，今後

の比較対照の方向性に適合する対象者の紹介を各

ルートに依頼する理論的サンプリングの手法に

沿って行った。

　最終的に 21 名に半構造化面接を行った。内訳

は，家族介護者 16 名，介護経験のある医療・福

祉職者 6 名，要介護認定に係る者 6 名であった（重

複有）。対象者の概要は表 1 に示した。
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表１・対象者の概要

3. 調査内容，質問項目について

　各ルートより紹介を受けた適応基準を満たす対

象者のうち，趣意書を用い口頭にて調査の趣旨を

説明し承諾を得た対象者に後日，説明文・インタ

ビューガイドを用いて改めて調査の趣旨を文書と

口頭で説明し同意を得られた者に対し，対象者の

希望の日時にプライバシーの保たれる個室，もし

くは対象者の自宅で質問紙を用いた半構造化面接

を実施した。面接では「介護保険の認定結果につ

いて」「認定調査項目について」「認定調査立ち会

いについて」「認知症者の介護について」を尋ね

た。面接内容は対象者の同意の上，IC レコーダー

にて録音し，逐語録を作成した。データ収集期間

は平成 24 年 7 月から 9 月であった。面接時間は

48 分～ 1 時間 32 分であった。

4. 倫理的配慮

　本研究は日本社会事業大学研究倫理委員会の承

認（受付番号 12-0304，平成 24 年 6 月 7 日承認）

NO. 性別 年齢  家族介護者・同居
 の有無 

 回答者からみた
 要介護者の属性  医療・福祉系　保有資格

1 男 50 代 主介護者・同居 実母

2 男 80 主介護者・同居 妻

3 女 30 副介護者・同居 介護支援専門員・社会福祉士

4 女 64 主介護者・同居 夫

5 女 55 主介護者・同居 実母

6 女 66 主介護者・同居 義母

7 男 34 副介護者・同居 祖母 介護福祉士

8 女 40 副介護者・同居 祖母 介護支援専門員・介護福祉士

9 男 58 副介護者・同居 実母

10 女 59 副介護者・同居 実父母

11 女 27 副介護者・同居 祖父

12 男 42 介護支援専門員・介護福祉士・社会福祉士・
精神保健福祉士・要介護認定審査会委員

13 男 35 主任介護支援専門員・介護福祉士・要介
護認定審査会委員

14 男 34 介護支援専門員・介護福祉士・認定調査
員（委託契約）

15 男 54 医師

16 女 60 医師・要介護認定審査会委員

17 女 45 副介護者・同居 祖父 介護支援専門員・介護福祉士・要介護認
定審査会委員

18 男 21 副介護者・同居 祖母 社会福祉士

19 女 35 副介護者・同居 祖母 主任介護支援専門員・栄養士・認定調査
員（委託契約）

20 女 55 主介護者・同居 義母 介護支援専門員・看護師

21 男 27 副介護者・同居 祖母
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を得て実施した。

　調査は強制しないこと，調査協力の諾否に関わ

らず不利益がないこと，回答承諾後，調査中であっ

てもいつでも拒否できること，個人や機関，団体

名は明かさないこと，調査により入手したデータ

は符号化，匿名性保持され統計的に処理する旨を

インタビュー開始前に研究倫理遵守に関する誓約

書にて再度説明し同意を得て，インタビュー調査

の同意書の記入をもって同意を得たと判断した。

5. 分析

　インタビューデータの分析には継続的比較分析

法を用い，逐語録よりデータの意味をまとまりご

とに抽出した上で類似性と差異性に着目しなが

ら，それを具体例とし説明概念を生成した。概念

を作る際に分析ワークシートを作成し，概念名，

定義，具体例を記入。データ分析を行う中であら

たな概念を生成し分析ワークシートを個々の概念

ごとに作成した。また他の具体例をデータから検

索しワークシートの具体例欄に追記していく。具

体例が複数出現しない場合はその概念は有効でな

いと判断した。生成した概念の完成度は類似例の

確認のみに留まらず対極例の比較データより解釈

が恣意的に偏る危険を防いだ。最終的に生成した

概念と他の概念との関係を検討し統合的に構成さ

れた説明図を作成した。

　本研究では計画立案から結果に至るまで，継続

して質的研究の専門家による Supervision を受け

た。

3・結果

　M-GTA による分析の結果，要介護度に影響を

与える要因として以下《ADL（日常生活動作）》《現

在の要介護度》《認知症診断の有無や認知症の症

状》《介護者ストレス・負担》《介護期間》の 5 つ

のカテゴリが抽出できた。なお，要介護度に影響

を与える《現在の要介護度》の概念として，主治

医意見書の記入内容，認定調査時の調査員との関

わりや様子に関する先行研究同様の問題点が抽出

された。その他，認定調査時の立ち会いの有無，

調査項目への疑問に対する不満など満足を得られ

ない要因として挙げられた。満足を得られなかっ

た要介護者や家族に対する説明や支援の必要性を

求める回答も出現し，この質的データから要介護

度の満足度構造仮説の概念図を作成した（図 .1）
10）。

図 1・要介護度満足度構造仮設

主治医意見書 ADL
家族介
護者の
感じる
要介護
者の要
介護度
認定結
果に対
する満
足度

現要介護度

認知症状

介護負担
（ストレス）

介護期間

調査時の様子

調査立ち会い

認定項目

４・考察

１《ADL（日常生活動作）》

　ADL レベルが重度化すると身体介護量に差異

を与えるものであり，要介護度の満足度に影響を

与えるものだと考えられる 14）。認定調査員間で

も ADL の判断基準の解釈が異なることが指摘さ

れている 15）。特に「起居動作」は身体介護に属

し認定調査員が判断に迷い実際にバラつきが生じ

やすいとされる「麻痺の有無等」が含まれた項目

であり「日常生活に支障の有る場合」の統一的な

定義がされていないものである。

　家族介護者においても ADL の状況により介護

サービスの増加の検討，介護負担を余儀なくされ

るためと考えられる。

2《現在の要介護度》

　重介護度の満足度が高い傾向で有ったのに対

し，要支援の者の満足度が低い傾向であった。こ

れは京都府の平成 18 年に実施した要介護度別の

認定結果の満足度調査 16）でも，要介護 5 では満

足と回答した者が 9 割を占め，軽度者（要支援 1

～ 2，要介護 1）における満足度は 6 割台であっ

たように，重度者の高満足度傾向と一致した。こ

れは平成 18 年の介護予防給付施行当初より不満
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を訴える者が出現している実態と一致する 17）。

その理由として，施設入所制限や福祉用具貸与の

制限等が考えられ，介護負担やサービス種別・量

の制限から要介護度満足度を下げる可能性が考え

られる。

　また，要介護度の認定結果は，主治医意見書

の記入内容 18），認定調査時の調査員との関わり
19）により大きく左右されるという結果となった。

3《認知症診断の有無や認知症の症状》

　認知症者の介護においては，介護に対する不安

が常に付きまとい半永久的に継続する課題で有

る事が明らかとなった。また介護・福祉サービ

スへの情報の入手方法も重要な課題である。繁

田ら 20）の「認知症診断後に知りたいと思ったこ

と」の調査結果からも認知症の経過や予後，治療

方法に次いで介護の方法や介護の知識や認知症に

対応できる介護事業者，介護サービスの相談窓口

に情報を希望する者が多かった。インターネッ

トや情報誌の増大により情報入手が安易となっ

たが，各個人に適した情報入手や最善の方法を検

討する際，地域包括支援センターや平成 25 年度

実施予定の認知症施策推進 5 カ年計画（オレン

ジプラン）など，フォーマルサービス，他職種連

携等専門職による支援が必要である 21）。その中

でも介護福祉士や社会福祉士の活躍に期待した

い。精神保健領域の ACT（Assertive Community 

Treatment）22）23）の特徴でもある様々な職種の

専門家から構成されるチーム（多職種チーム）に

よってサービスが提供される他職種複数職員が１

人の利用者を見る体制を取り入れていく必要もあ

るだろう。

　無論，地域で生活する認知症者・家族や高齢者

施設においてはボランティア等のインフォーマル

サービスや地域連携が欠かせない。家族者支援，

家族会の充実，誰もが参加可能な認知症研修の開

催も必須であろう。また徘徊等で行方不明となっ

た認知症者の発見を迅速とする為本人の顔写真付

きの案内版を作成し実施している医療機関や介護

施設も存在する。個人情報保護の問題も生じるが

事前に家族介護者等と十分検討し生命保護を最優

先する取り組みが今後更に重要となるであろう。

4《介護者ストレス・負担》

　既に《ADL（日常生活動作）》《認知症診断の

有無や認知症の症状》でも触れたように，ADL

の悪化 14）15）や認知症の症状の重度化 24）により，

家族介護者の負担の増加，ストレスの増加が伺え

た 25）～ 27）。

　要介護者を支えるインフォーマルサポートの最

有力者である家族介護者の支援の重要性を感じ，

家族介護者の不安や不満を取り除く支援を実施し

ていく必要が示唆された。

5《介護期間》

　介護期間が長期化すると要介護度満足度を低下

させる要因となる事が検証できた。終わりの見え

ない不安や介護者の時間拘束 28）などから要介護

度満足度に関連すると考えられる。認知症状のあ

る利用者を長期間介護することは認知症特有の対

応が求められ，サービス量増加の希望にも繋がる

のでないかと考えられる。または ADL 状態は良

好で認知症状の有る者に対し長期間介護をしてい

るにも関わらず，介護者が希望する要介護度に認

定されない事は，認知症ケアに必要とされる介護

の手間が正確に認定評価されていないのではない

か 6）25）26）との先行研究同様に示唆された。

6 その他

　インタビュー調査内で介護支援専門員・認定調

査員経験者より，認定調査への支援体制の整備に

対し多くの意見が寄せられた。要介護者・家族介

護者だけでは認定調査時に調査員に状況を伝えら

れない事，また認定調査をする側である調査員か

らも状況把握が困難である事など先行研究同様の

意見が聞かれた 15）29）～ 32）。

　一定のルールを設け，要介護者の支援に携わる

専門職の調査同席行う事で満足度を高めるのでは

ないかと考えられる。

5・本研究の限界と課題

　本研究では要介護認定者の介護者である家族介
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護者及び介護従事者に対し要介護認定結果の満足

度に影響を及ぼすのかを分析するため，様々な条

件下の対象者を選定した。しかしいくつかの限界

と課題が残存した。第一に対象者の中には研究者

との関わりのある家族会や居宅介護支援事業所と

いった選択バイアスがある。さらに数に限りがあ

る点や本研究の参加者は研究テーマへの関心が高

い介護者や調査への参加意欲の高い介護者に偏っ

ていた可能性がある。また本研究では質的データ

からの主観的評価であり，今後量的な調査や家族

介護者ケアへの介入研究による効果検証も必要で

ある。

6・結論

　要介護者の要介護認定結果や要介護認定方法に

ついて要介護認定者の介護者である家族介護者及

び介護従事者，要介護認定に係る者の認識を明ら

かにする事を目的に，21 名に半構造化面接を行

い修正版グラウンデッド・セオリー・アプローチ

の手法を用いて分析を行った。その結果，《ADL

（日常生活動作）》《現在の要介護度》《認知症診

断の有無や認知症の症状》《介護者ストレス・負

担》《介護期間》の 5 つのカテゴリが抽出できた。

このプロセスにおいて，家族介護者への支援体制

として，要介護者の ADL 及び認知症の症状等の

状況把握，家族介護者への相談窓口の充実，また

要介護認定へのサポートを図る事が必要不可欠で

あり，要介護者の支援の土台となる事が明らかと

なった。
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